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経済論叢(京 都大学)第153巻 第5・6号,1994年5・6月

韓国電子産業の発展過程 と技術導入

李 東 碩

は じ め に

本稿の課題は,韓 国のアジア重層構造の中での位置 を,電 子産業のケース ・

ス タデ ィで よ り具体的に把握す ることにあ る。 この作業 を通 じて,前 編 「アジ

ア経済の国際的重層構造 について一 韓国の対外直接投資分析を通 して一 」L〕

の 「構造」が一層明 らか になるだろ う。

目次は以下の通 りである

1世 界統合戦略の新展開と国際水平的 ・垂直的提携の増大

n電 子産業の発展過程と国際分業上の位相変化

皿 電子産業における技術導入の推移と特徴

1Vお わ りに

1世 界統合戦略の新展開 と国際水平的 ・垂直的提携の増大

1960年 代半ばか ら70年 代 にか けて,ア ジアNIES諸 国 は標準化 した技術領

域で低賃金を武器 として国際分業網 ・世界市場へ登場す ることがで きた。 これ

らの国々が電子産業 における輸出指向型工業化へ乗 り出すことがで きた内的な

理由の一つは,標 準化 した技術 と結合す る低賃金労働 力の存在であ った。 とこ

ろが,電 子 部品 と家庭用機器 のア ジアNIESへ の生 産網 の拡大を もた らした

主因は,何 よ りも,先 端的な家庭用機器,産 業用機器分野における米 ・日巨大

企業間の 「競争 の激化」に求め られなけれぼならない。80年 代前半 まで は産業

1)李 東碩,京 都大学r経 済論叢」,第152巻第1・2号を参照されたい。
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用機 器 分 野 と りわ け,コ ンピ ュー タ分 野 にお い て は,ま だ 日本企 業 には オ リジ

ナ ルな完成 品 はな く,米 国製 品 のセ カ ン ド ・ソー ス生産(ラ イセ ン ス契 約 に よ

る第二 次生 産)の 立場 に とどま ってお り,わ ずか に電子 部 品 の大容 量 メモ リ半

導体(と りわ け超LSIのDRAM)分 野 で優 位 に立 って い た。 そ の後,80年 代

後半 には,半 導 体 に代 表 され る電 子部 品 の優 位 に支 え られ て,日 本 企 業 は この

産業 用機 器分 野 で 急速 に技 術 ギ ャ ップを縮 め,生 産 ・輸 出 の大 幅 な伸 び を示 し

た。 しか も,韓 国 を は じめ アジ アNIES企 業 も産 業 用機 器,半 導 体 な どの 電

子 部 品 分野 で,国 際分 業 網 ・世界 市場 へ 編 入 され る に至 った(OEM供 給 を通

して)。 つ ま り,米 ・日巨 大 企 業 を主 軸 と した技 術 開 発 が熾 烈で あ る 中で,製

品 の高 付 加 価 値 化,ハ イ テ ク化 が 急 速 に進 み,そ れ に伴 っ て,成 熟 段 階 に 向

か った完成 品(低 付加 価 値 の 家庭用 機 畢や 産 業用機 器)と 電子 部 品 分野 に ア ジ

アNIES企 業 が改 め て包 摂 され たの で あ る。 従 って,ア ジ アNIES企 業 は,

家庭 用機 器 と一 般 部 品 に加 え て,産 業 用機 器 と半導 体 にお い て まで,広 範囲 の

生 産 ・輸 出が 口∫能 に な った が,こ れ が 「 般 的 に は ア ジ アNIESに お け る電 チ

産 業 の発 展 と見 な され て い る。 と ころが,ア ジ アNIESに お け る電子 産 業 の

発 展 過 程 は,初 期 か ら今 日に至 る まで,そ れ ぞ れ の世 界 経 済 の 状 況 下 で,グ

ローバ ル な巨大 企 業が,世 界統 合 戦 略 の更 な る拡 大 と深化 を図 って きた結 果 の

現 れ に他 な らない 。 しか もそ の手 段 は,戦 略 的 製 品分 野 を 中心 と した 国 際 提

携aで あ った こ とに注 目 しな けれ ぼ な らない。 この ア ジ アを取 り込 んで 展 開 さ

れ て い る国際提 携 の2つ の形 態,つ ま.り,国 際水 平 的 ・垂 直 的 提携3)が,今 日

2).国 際提携(lnternationalAlliance)は,と りわけ80年代後半以来グローバルな競争が激化する

中で,主 に巨大企業'同士がそれぞれ市場秩序の主導権を勝ち取るために,戦 略製品分野で戦略的

に手を組んだ,資 本の集積 ・集中の新しい手段である。また,同 一国企業間の提携もこの階層的

な世界市場秩序に規定された上での資本の運動であることから,合 わせて考えるべきであろう。

ところが,よ り重要なのは,直 接投資に加えて,こ の新しい統合手段が,国 際間における企業間

のヒエラルキーを一層拡大 ・深化させ,そ の上,国 家を媒介として諸国間で分断された労資関係 ,
を一層垂直的に固着化している点にある。今後,資 本の運動の重層的構造とそれに伴なった労資

関係の重層的構造,と いう二つの重層性を(と りわけアジアで)解 明していく.ヒで,こ の国際提

携は主要な分析対象にならざるを得ない。

3>先 進国企業間でお互い市場秩序の主導権の獲得を目的とした国際提携を国際水平的提携

(lnternationalHoriz,)ntalAlliance)とし,先 進国一途上国企莱間で先進国企業が資本参加で/
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.の 世 界経 済 融 合化 を根 底か ら規 定 してお り,今 後 も世 界経 済,ア ジア経 済,各

国経 済 にお け る戦 略 産 業,と りわ け電 子 産業 を め ぐる企 業 間 国際分 業 は 「蜘 蛛

の巣 」 の よ うに展 開 してい くこ とに違 い な い。

1960年 代 後 半 か ら,と りわ け第 一 次 オ イ ル シ ョ ック以 降,日 本 は ラ ジ オ,

TVな どの 家庭 用機 器 の生 産 を,良 質 で 安 価 な労 働 力 を求 め ア ジ アNIFSヘ

シフ トさせ た。 また電 子部 品の 半導体 分 野 も トラ ンジ ス ター を中心 に労 働集 約

的な後 工 程 の組 立工 場 を建 設 した 。つ ま り,輸 出指 向 型工 業 化 に走 る 日本 は,

輸 出 の花 形 産業 の一 つ で あ る電 子 産業 の国 際競 争 力 の源泉 を低 コス トに求 め て,

家 庭 用 機 器 と電 子 部 品 の 生 産 基地 を アジ アNIESに シ フ トさせ た の で あ る。

その後,日 本 は1985年 秋 プ ラザ 合意 以 降,急 速 な 円高 に陥 り,家 庭用 機 器 と半

導 体 な どの 電子 部 品 の海外 生 産 を再 び加 速 せ ざ るを得 なか った 。欧米 で は,一

貫 生 産体 制 の定 着 と高 付加 価 値化 への 質的 向上 を 求 めて お り,一 方,ア ジ アで

は,ア ジ アNIES企 業 と の 製 品 間 分 業 を 通 じ た 企 業 間 統 合 戦 略 を,

ASEAN・ 中 国企 業 とは工 程 間分 業 を中心 と した 企業 内統 合 戦略 を進 めて きた。

従 っ て,ASEANの 電 子 産業 は,ア ジ アNIES企 業 に比 べ て比 較 的 低 付加 価

値 分 野で は あ る が,ア ジ アNIES企 業 と同様 に,電 子 部 品 と家 庭 用 機 器 を中

心 に形 成 さ れ た。 しか も,ア ジ アNIES企 業 が 国際 垂 直 的 提 携 を中 心 と した

企 業 間 関係 に シ フ トした の に対 し,ASEAN企 業 は主 と して,米 ・日巨 大 企

業 の 子 会社 で あ り,従 って,ASEANの 電 子 産 業 は多 国 籍企 業 の 企 業 内世 界

分業網 に包 摂 され た下 請 産業 と して位 置づ け られ る。 ところで,80年 代 終 り頃

か ら工 程 間 分 業 がASEANか ら中国 ヘ シ フ トして お り,そ の 反 面,ASEAN

の製 品 間分 業 の比 重 が高 ま って い る。

＼はなく,途 上国企業の成長に伴なう経営資源(技 術.生 産,資 金など)の 必要な環だけ'を抑える

国際提携を国際垂直的提携(lnternationalVerticalAlliance)と する。この際,途 上国企業は下

位の補完的・安定的な存立を目的とする。従って,か つて後発国の企業が自国資本による経営権
と技術導入による技術蓄積を通して(こ の点で先進国からの直接投資を介した国際下靖生産体制

は脱皮したといえる)相 対的な自律性は許容されたものの,研 究開発,部 品・生産財の調達,販

売に至る企業活動の全領域において,実 質的な経営権は先進国企業に握られている後者の国際提

携を,.前編までの定義,国 際非戦略提携に代わって,国 際垂直的提携として再定義をする。また
国際戦略提携は国際水平的提携とする。以下,新 しい定義に基づいて論じることにする。
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このよ うに,米 ・団団大企業 によるアジアNIES ,ASEAN・ 中国の新 たな

包摂を,コ ス ト指向で説明す るのに加えて,マ ーケ ット指向,と い う角度か ら

みてみ よう。周知の通 り,今 日のマ イクロエ レク トロニ クス革命 ともいえ る急

速な技術革新の中で,多 数の新技術が開発され,ま た異業種間の積極的な技術

融合が進んでいる。従 って,家 庭用機器,コ ンピュータ ・通信機器のよ うな完

成品分野 と半導体 などの電子部品分野 に跨る新製品が続 々登場 している。 これ

に伴い,技 術融合 の中核 を成す半導体をは じめ電子部品の需要 は先進国市場か

らは勿論,ア ジア市場 においても急速 な拡大を見せた。勿論,こ れ はあ くまで

も米 ・日巨大企業のアジアでの生産拡大 によるものである。その結果,ア ジア

での中核部品の生産工程設備の建設に加 えて,半 導体のデザ インセ ンター も設

営 され始めた。そ して,そ のデザイ ンセ ンターで,完 成品生産 と連 関 した設計

を行い,現 地工場で生産 した ものをその地域 内で供給す る,と い う局地経済圏

内での企業内統合戦略が急速 に整 えられている4)。

ところで,次 世代製品開発への速いテ ンポの中で,各 企業が多様化 した製品

群 を全 てそれぞれの局地経済圏内で設計,生 産,供 給す る,企 業内地域統合戦

略 は,望 ま しいながらも当面はコス トと リスクが膨大で ある。そのため に,巨

大企業 はアジア,ア メリカ大陸,欧 州のそれぞれの局地経済圏 を有機的 に結 ん

だ企業内世界分業網の確立による企業内世界統合戦略 を立てよ うとしている。

しか し,い くら世界的 な巨大企業であ っても,製 品周期が短い中で好機での新

製品投入,し か も融合技術 の多様化 とハ イテ ク化 に応 じるためには,企 業内世

界分業網だけに頼 ってはいられない。従 って,他 企業 との国際水平的提携また

は,垂 直的提携 を利用 して,設 計 ・生産 ・販売を空間的,時 間的 に有効 に結 び

付けよ うとす る傾向が一般化 している。 この ように技術革新 の速いテンポに伴

う製 品サイクルの短期化,開 発 費用や量産体制の巨額 な費用 などを背景 として,

4)日 本 電 気 は.シ ン ガ ポ ー ル に ゲ ー トア レ イや ワ ンチ ップ マ イ コ ンの 開 発 ・設 計 を 支 援 す る デ ザ

イ ン セ ン ター を 開 設 した 。 シ ンガ ポ ー ルが 海 外 デ ザ イ ンセ ン ター と して は18番 目(米 国7
,欧 州

8,ア ジ ア他3)の も の で あ り,よ り一 層 の現 地 化 が 行 わ れ て い る。
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.技 術 開発提携,調 達提携,生 産提携,販 売提携へ と企業活動の全過 程に跨 って,

国際水平的 ・垂直 的提携がみ られ る。第1表 は,半 導体産業における国際提携

を3つ の タイプに分類 して,そ れぞれ を国際水平 的提携 と国際垂直 的提携 に分

けた もので ある。

(1)輸 出市場開拓型

a)技 術供与 による相互OEM供 給(国 際水平的提携)

優位 を もった 自社 の技術 を相互に供与 し,そ れぞれ セカン ドソー スとして製

造 し,販 売 を行 う提携である。従 って,お 互いに,新 しく生産工場を建設 しな

くて も,現 地生産 と同様に生産を増や し,市 場を拡大することがで きる。結果

的に市場における戦略製品分野 の多製品統合が達成で き,巨 大企業の優 位が さ

らに進む ことになる。

b)技 術導入によるOEM輸 出(国 際垂 直的提携)

新 しく参入す る分野にお ける技術水準 の向上を図 りなが ら,専 業特化 の地位

安定 を獲得す るための提携 であ る。つ まり,常 に技術 を導 入 しなが ら,そ の技

術 によって生産 された ものを提携会社の販売網 に頼 って輸 出を拡大す る,と い

う支配一 従属関係の提携で ある。

② 生産委託型

a)相 互の製品開発強化のための委託(国 際水平的提携)

幅広 く製 品開発 を行 うのではな く,相 互 に自社主力 の製品を中心 に開発,生

産を行 うために,他 の一部の製品については生産委託 によ り調達 を行 うタイプ

であ る。つ ま.り,相 互 に不足気味の製品を調達す る提携である。

b)安 定的な供給 を図 るための委託(国 際垂直的提携)

自社の標準化 した技術 を提供 し,安 定的な調達 を図 るための提携であ り,自

社は,次 世代の主力製品の研究開発 を強化す る。まず,日 立製作所 と金星エ レ

ク トロ ンの提携が それ であ り,1991年 か ら日立が金星社 か ら1MDRAMの



表1;半 導体分野における主な国際提携

社 名 提 携 杜`名 提 携 内 容

技術供与による相互OEM供 給(国 際水平的提携)

日 立 TI(ア メ リカ) 64KSRAMを 相互にOEM供 給 し合い ,世 界市場で販売,TI社 はアメ

リカ工場で日立向けの製品を生産。

市
技術導入によるOEM供 給(国 際垂直的提携)

場
三星電子 イ ンテ ル(ア メ リカ) マ イ コ ン(1985・6),EPR()Mの 技 術(1986 .5)とDRAMの 技 術(1987,

功 を受 け,OEM供 給 。

開
現代電子 TI(ア メ リ カ) TI社 の=[程 技術 支 援 の 下,256KDRAMを 生 産 して ,OEM供 給(1987.

8)。

拓
GI(ア メ リ カ) 256KDRAM,512KEPROM ,EEOROMの 技 術 を 尋 人 し て,5年 間

(.)EM供 給(1987,8)。

型
金星エ レ 日 立(日 本) IMDRAM,4MDREAM,16MDRAMの 製 造技 術 の提 供 を 受 け

,技 術 が

ク トロ ン 次第に高めたら,生 産した製品をOEM供 給によって調達。

三星電子 三菱電機(日 本) 画像処理用の高速DRAMの 製造技術を受けて,生 産 した製品 を供給する。

現代電子 富 士 通(日 本) 4MDRAM,16MDRAMの 技 術 を受 けて ,OEM供 給 。

相互の製品開発強化のための提携(国 際水平的提携)

生
三菱電機 TI(ア メ リ カ) TI社 が 三 菱 が 生 産 して い な い64KDRAMを 供 給 ,三 菱 は 自 社 ブ ラ ン

ドで 販 売,一 方,三 菱 がT【 社 に1MDRAMを 供 給 ,TI社 は 自社 プ ラ

産 ン ドで 販 売 。

委 安定的な供給を図るための委託(国 際垂直的提携)
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託 .日 立 金 星 エ レ ク トロ ン(韓 国) 1MDRAM,4MDRAM,16MDRAMの 製 造 技 術 を提 供 し,OEM供 給 に

型 よ って 調達 。(1989.6}

三菱電機 三星電子(韓 国) 画像処理用の高速DRAMの 仕様統一で安定的に調達。

富 士 通 現代電子(韓 国) 4MDRAM,16MDRAMをOEM供 給 で ,安 定 的 に 調 達 。

新製品開発のための共同R&D(国 際水平提携)

日本電気 シ リ コ ン ・コ ンパ イ(ア メ リ カ) 共 同 で 日電 製 ゲ ー トア レ イの 設 計 デ ー タを作 成,SCS杜 に 供 給 す る。

ラ ー ・ シ ス テ ム ズ

技 東 芝 シ ー メ ン ズ(西 ドイ ツ) CMOsス タン ダー ドセ ル(ASICの 一 種)を 共 同開 発,相 互 に セ カ ン ドソー

ス と して 販 売 。

術 富 士 通 サ ン ・マ イ ク ロ ・(ア メ リ カ) 富 士 通 はRISEチ ップ技 術 を 導 入,サ ン社 の ワー ク ステ ー シ ョ ン向 け に

シ ス テ ム ズ RISEチ ップを供 給 す る。ま た ,超 高速 型 のRISEチ ップ を 共 同 開 発 し,

開 ア メ リ カで 製 造,全 世 界 で 販 売 。

富 士 通 アナ マ テ ィ ック(イ ギ リス) 新 型 大 容 量 メモ リーを 共 同 開発 。

発 新規分野の技術蓄積のための技術尊人(国 際垂直的提携)

型
金星 エ レ

ク トロ ン

日 立(日 本) 日立 か ら非 メ モ リー 分 野 の 技 術 を尊 人。

三星電子 東 芝(日 本) フ ラ ッ シ ュ メモ リー製 品情 報 を 受 け,東 芝 と同 じ仕様 の 製 品 を商 品化 。

三星電子 富 士 通(日 本) 92年 春 か ら5年 間,米 国,日 本,欧 州 で 持 ってい る富 士 通 の メ モ リー な ど

半導体 に関す る全ての特許 を利用できる。又ASICや 化合分野の技術

を導 入 。

(資料)各 種新聞記事 よ り作成。
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OEMに よ る供 給 を受 け て い る。 また ,最 近 三 星 電 子 と三 菱 電 気,現 代 電 子

と富士 通 との間で 締結 され た提携 もこれ に属 す る。

'
(3)技 術開発型

a)新 製品開発 のための共同R&D(国 際水平的提携)

お互い複合技術製品を創 出するための提携であ る。すなわち,次 世代戦略製

品の開発 ・生産 の リスクが伴 うため,そ れを共同出資による共同開発,共 同生

産 によって軽減 を図る。

b)新 規分野の技術蓄積 のための技術導入(国 際垂直的提携)

遅れて参入す る場合,提 携先会社の技術 の習得や製造権を確保す るための提

携であ る。最近の非 メモ リー分野におけ る金星エ レク トロ ンと日立,三 星電子

と東芝,三 星電子 と富士通の間の提携が これに属する。

以上 のよ うに,半 導体分野で アジアNIESの 中で唯一韓国企 業 を包摂 しな

がら進んでいる,国 際垂直的提携 は,最 近になって非 メモ リー分野での提携が

み られ るが,そ れまで は汎用部 品であるDRAM分 野 に集中 していた。特に,

日本企業 との間で行われていることに注意 を払わ なければな らない。つま り,

日本企業が世界統合戦略の補完策 として韓国の財 閥系3社 を国際垂直的提携 と

い う手段 によって に包摂 していることが分る。以上で,グ ローバルな巨大企業

が企業 内世界分業網だ けでは対応 しきれない膨大 な 「コス ト」や素速 く代わ る

「需要」に対 し,世 界統合戦略 の一環 として行 ってい るのが国際提携で あるこ

とが明 らか になった。 ちなみに,韓 国の財閥系3社 が親子関係の国際下請か ら

成人同士 の国際垂直的提携ヘ シフ トした ことは,技 術導入 に頼 った技術蓄積 の

結果 であ ることには違いないが,電 子産業の スター トの時か ら常に,主 に日本

企業 によって包摂 され続 けてい ることには何 の変化 もない ことに注 目 しなけれ

ばならない(70年 代 の前半までのコス トダウンの基地→80年 代前半 までの電子

部品の輸出市場→80年 代半ば以降の高付加価値部 品の安定 した供給者) 。以下,

韓国電子産業の展開過程 を,米 ・日巨大企業 との国際分業構造の推移 を中心 に
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検討す る。

H電 子産業の展開過程と国際分業上の位相変化

韓 国の電子産業 は,1959年 真空管式 ラジオの生産(金 星社)に 始 ま り51,そ

の後30年 余 り韓 国の輸 出主導型工業化 を支 えて きた最 も戦略 的な輸 出産業であ

る6〕。

その構成内容 は,外 資系主導の電子部品の輸出か ら次第 に国内財 閥系大企業

主導 による家庭用機器 の輸出,そ して産業用機器 と半導体のよ うな核心部品の

輸出へ と変わ って きた。

その展開過程 を分野別輸 出構造 の変動 に基づいて,三 つの時期 に分けて(70

年代前半まで/80年 代前半 まで/80年 代半ば以 降),そ れぞれの諸特徴 を米 ・日

企業 との国際分業 レベ ルを中心 に検討す る。

A)電 子 部 品 の 国際下 請 生 産 と電子 産 業 の形 成 ・発展:70年 代 前 半 まで

政 府 の輸 出指 向型工 業 化 に基 づ いた外 資 誘 致政 策(1966年 外 資導 入 法〉 に促

され,外 資 系投 資 が60年 代 半 ば か ら行 われ て いた が,60年 代 後 半 は,米 国 系企

業 は主 に半 導体 分野 に,70年 代 前 半 に は 日系企 業 が半 導体 と一般 部 品分 野 に集

中 して い た(第2表:半 導 体 産業 にお け る米 ・日企 業 の 直接 投 資)。 これ は,

まず 米 国企 業 に とって は,60年 代 半ぽ か らの国 内賃 金 の上 昇 に よ り,労 働 集 約

的 な部 品 の組 立加 工工 程 を海外 へ 移転 す る こ とに よ って,国 際競争 力 を常 に維

持 しよ う と した企 業 内世界 分 業 戦略 に立 った もので あ る。 日系 企業 の場 合 は,

70年 代 前 半 の 国内産 業 構造 調 整 に伴 い,限 界 に達 した 中小 企 業 が韓 国 の低賃 金

と特 恵措 置 を求 め て進 出 した もので あ る。従 って,米 ・日企 業が 国 内生 産 と貿

易 の 中心 を担 ってお り,そ の構 造 は電 子部 品分野 の高 い輸 出依 存 と高 い輸入 依

5)「 金星社25年史」,金星社,1985年(227ペ ージ)。

6>70～80年 代に年平均で30%以 上の成長率を見せ,80年 代終わり頃から最大の輸出産業となった。
91年には単一産業としては初めて200億 ドル輸出を記録し.第1番 目の輸出産業としての地位を

固めた。
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表2半 導体産業におけ

年度

1965

1966

1967

1969

1970

1971

1972

1973

1980

1981

1983

1984

1985

～86

企 業 名

高 美 半 導 体(新 都 電 子)

韓 国 シ グ ネ テ ィ ッ ク ス

フ ェ ア チ ャ イ ル ド ・コ リ ア

モ トロー ラ ・コ リア

韓 国 電 子

大 韓 マ イ ク ロ 電 子

エ ア コ ア ・コ リ ア

金 星 電 気

三 星電 管

韓 国東 光

韓 国 ロ ン パ ス工 学

韓 国 東 京 シ リコ ン

ロー ム ・コ リア

韓 国 三 美

金星半導体

コシル

HYKO電 子

韓国QME

韓国ロ ンパス

亜南産業

ラ ッキ ーDCシ リ コ ン

韓 国 半 導 体 器 具

フ ェ ア チ ャ.イル ド ・コ リア

韓 国 シ グ ネ テ ィ ッ ク ス

外 国 投 資 企 業

KamyCorp

SigneticsCorp

Fairchild

Motorola

東 芝

AmericanMicroSystem

AFCOA

日 本 電 気

日 本 竜 気 ・他

東 芝

RombusIndustriesINC

東 京 三 洋 電 機

Rohm

ミ ツ ミ電 機

AT&T

Monsato

3LIndustries

SiltronicINC

RhombusIndustriesINC

AmkokElectronicINC

DawCorning

QuartzEngineering&Materials

Fairchi【dHongKong

SigneticsCorp.

国籍

S

S

S

S

J

U

U

U

U

S

S

J

J

U

U

S

J

U

J

J

J

US

S

S

S

S

S

U

U

U

U

U

S

S

S

?

U

U

U

(注)日 本 の五 大 半 導 体 メ ー カ ー は,日 本電 気,日 立,富 士 通,東 芝,三 菱 電 機 の 五 社 。

(出 所 〉 韓 国電 子 工 業 新 興 会 「電 子 工 業 便 覧'94～'86」,1985年 。

た だ し,牧 野 松 代 「韓 国 の 電 子 工 業 に お け る 直接 投 資 〔上 ・下(1〕)」,『世 界 経 済 評 論L198
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る米 ・日企業の直接投資

出 資 形 態

(比 率)

JV(50%>

WO(100%)

WO

WO

∫V(70→6.25)

WO

WO

JV(20%)

JV(50→ ユ4)

鴨
脚
冊
N
㎜

JV(44)

]v(50)

JV(50)

JV(50)

WO

JV(25.6)

0

0

0

?

W

W

W

TR,IC

IC

IC,TR

IC,TR

TR,HybridIC

MOSIC,LSI

無 線 装 置,

ブ ラ ウ ン管,

TR,HybridIC,MonolithicIC

抵 抗TRア レ イ,ダ イ オ ー ド ア レ イ,LED

半 導 体,マ グ ネ テ ィ ク ヘ ッ ド,VTR用 チ ュ ー

ナ

IMROM,64KDREAMCMOS,GateArray

Z-80マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ

シ リ コ ン ウ エ ハ ー

QuartzTube

シ リコ ン加 工

半 導 体 素 材,装 置

IC,TR

各 種IC

部 品 専 門 メ ー カ ー

再投資

国南最多進出企業

1984Wafer設 備へ

再投資

再投資

7年9月(61ペ ー ジ)と12月 〔62ペ ー シ)よ り加 工 。
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存で特徴づけ られ る。 しか も,低 価格 ・低技術品の輸出 と高価 ・高技術品の輸

入,と い う国際分業関係 が形成 されていた。つ まり,汎 用の特定部 品の生産に

特化 した国際下請生産であったがために,生 産の殆 どを輸出す る反面,国 内需

要 の殆 どを輸入す る 「奇形的」貿易構造 が生 まれ,分 野間連関効果 はい うまで

もな く,同 一分野 において も国内連関効果が生 まれ る余地は殆 どなか った とい

えよう。

これ は何 よ りも,先 進国企業か らの戦略によって形づ くられた,政 府の産業

政策によって形成 された ものである。

1966年12月 電子工業振興5カ 年計画が発表 され たが,こ の計画で 部品の輸入

代 替,組 立工場 と部品工場の企業化 および専 門化,イ ンフラス トラクチ ャーの

整備 と品質向上,輸 出 コス トのダウン,技 術者の養成,そ して輸 出市場 の多様

化が主要 な内容 とな っている。 これ は,こ れ までの輸出代替産業 としての電子

産業の認識 を一変 に輸 出産業へ と転換 させた7}。また1969年 の 「電子工業振興

法」で は,国 内で生産可能 な家庭用機器 と電子部品 に関 しては外資系企業の国

内販売 が禁止 され るよ うになった(輸 出義務規定)。 これは,1969年 に,三 星

と三洋の合弁会社設立をめ ぐる騒動 を契機に設 けられた規定であ る(勿 論,こ

れは輸出指向型工業化 を推進す るために,外 資系直接投 資を誘致 しようとす る.

今 まで の政府 の諸措置 とは相反 している)。 このよ うな国内市場 を保護す る政

策が財 閥系企業が電子産業へ進出す る条件 となった。1969年 三星が進出 した後,

三星電子 と金星社 は競争的 に系列企業 を作 った(第3表:電 子 産業 における財

閥系企業 グループの多角化)。1969-74年 の間,金 星 グループと三星 グルー プは

系列企業を設立 ・合併 するな ど積極的 に多角化を進め,企 業 グルー プ内で生産

体制 を確立 した。 これによって,こ の両 グループは,大 宇,現 代 と比べて,国

内市場での独 占的な支配体制を形成 した。

70年 代 に入 って,京 仁地域 の輸 出工業団地,馬 山輸出 自由地域,そ して亀尾

電子産業団地組成な ど電子工業振興計画,重 化学工業化 のための支援政策が行

7)『 三星50年史』,三星社,1988年(190ペ ージ)。
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わ れ たが,70年 代前 半 までの 時期 は,政 府 の輸 出 指 向型 政策 は外 資 系企 業 と結

合 され て お り,と りわ け,日 本企業 によ る電 子 部 品 の生産 と家庭 用 機器 の輸 出

で特 徴 づ け られ た。

B)家 庭用機器の生産の拡大 と財閥系大企業 の成長 と支配:80年 代前半 まで

第一次 オイルショックが終わ る70年 代半ば頃は,先 進国で省力化,ME化 が

加速す るなど 「国際的産業調整」の時代が始 まった。従 って,日 系企業の低技

術=低 付加価値分野 のアジア進 出がブーム とな り,プ ラン ト輸 出お よび技術提

携 を伴 ったOEM供 給の急増が 目立 った。 これは,韓 国政府 の内需市場保護

政策 と相俟 って8,,財 閥系企業 の急成長を もたら した。 このよ うに して,国 内

の財閥系大企業に担われた電子部品の生産 と家庭用機器 の輸 出 とい う構造が確

立す るよ うになった。つ まり,財 閥系企業は 日本企業に対 して,家 庭用機器の

生産 ・輸出 と電子部品(主 に日本企業 との合弁を通 して)の 生産で相対的な 自

律性 を増大させた。この時期,韓 国電子産業は電子部品 と家庭用機器の生産を

自国企業で賄 い,「 輸 出主導型」加工組立産業を定着 させたので ある。 これ は'

また,国 内耐久財 市場 の成長 をもたらして,財 閥系企業 の進 出を一層加速させ

た。新規分野,主 に電子部品分野への進出は日本企業 との合弁で次 々 と多角化

を進め(日 系企業の小数株持ちで),大 量生産体制を確立 した。 これ と同時 に

90年 代前半 までの家庭用機器分野での合弁 も次第に実質的な所有権 を獲得 して

い った(第3表:電 子産業における財閥系企業 グルー プの多角化〉。

この時期 の特徴 を要約す る と,国 内企業 による家庭 用機器輸出の掌握,そ し

て部 品生産 の担い手が,か つての100%ま たは過半数合弁 に代わ って,外 資企

業,主 に日系企業の小数株持 ちに よる合弁 になったこ と,し か も,標 準化 した

技術を,直 接投資形態ではな く,技 術導入に依 って得ていた ことがあげられ る。

8)60年 代 は じめか ら,一 部 品 目に対 す る外資 系直接投 資の 制限,外 資系 企業 の輸出 義務,そ して

特定部 品、 家庭用機 器の輸 入禁止,関 税 お よび非関税 障壁 な どの国内企 業の保 護政 策が行わ れて

いた。 この基調 は80年 代 の開 放化の 中で も続 き,輸 入 自由化 の度 合いが 最 も低 く維持 されて いた。



表3:電 子産業における財閥系企業グループの多角化

企 業 グ ルー プ ラ ッキー 金 星 グ ル ー プ 三 星 グ ルー プ 大宇 グ ル ー プ 現代グループ

出資形態

主な独立企業 金星社(1958)CPI 三 星 電 子(1969)C,1,P 大宇電機(1967)C 現代重電機

(1986年 現 在) 瑞音電子,酷 遇電子, 三星電機(1973)C 大宇電子(1971)P,C 現代電子産業(1983)

瑞典電機,韓 都工業, 韓国半導体(1974)P 大宇電子部品 〔1973)P (半 導 体,

星窯社 韓国電子通信(1977)1 大宇通信(1976)1 情 報 シ ス テ ム〉

ラ ッキ ー素 材(1968)P 三星電子部品 〔1975)P

(シ リコ ン製 造)

金 星精 密(1976)1

三 星 精 密(1977)1

三星半導体通信(1977)1,P11982)

三 星 総 合 計 器(1983)1

合 弁 企 業

(1960/70年 代)

金 星 通 信(1969)1

肱虫Siemens{也33.5%→5%]

金 星 電 気(1970)1

[日 本 電 気20%]

金 星 ア ル プ ス電 子(1970)P,1

[ア ル プ ス 電気50%]

金 星 フ ォ ス ター(1971)P

[フ ォ ス ター 電 気50%1

金 星電 線(1971)El,1

[日 立 電 線47%→33.3%]

新 栄 電 機(1971)El,1

[≡三菱 電 機33.5%]

三 星 三 洋(1969>C

[三洋 電 機50%1一 ・現 地 化

三 星 電 管(1970)P,1

[日本 電 気 他50%→14%ユ

三 星 コ 一二 ング{1973)P

三 星電 子 部 品(1975)P

[三洋 電 気37.5%]→ 現 地化

三星GTE通 信1

[米,独ITTユ →韓国電子通

信 へ吸収 ・

合弁現地化

オ リ オ ン電機P,1

(ブ ラ ウ ン管,

コ ン ピ ュー タ周 辺)
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金 星 計 電(1974)1,El

[富士 電 気45%→32%]

合 弁 企 業

(1980年 代)

金 星 半 導 体(1980)[AT&4496]

LP(半 導 体 ,コ ン ピ ュ ー タ)

GoldstarVendingMarine

(1981)

[富 士 電 機42%JI(自 販 機)

金 星 マ イ ク ロ ニ ク ス 〔1983)

三 足 電 機 〔1980)[米GE49%El

三星 ビュー レ ッ ト・バ ッ.カー ド(1984;

[米HewlettPackared45%]

1.P(ミ ニ ・パ ー ソ ナ ル コ ン

ピ ュ ー タCTRタ ー ミナ ル)

大 宇 通信(1980)

[米個 人12%]

1(光 通 信 ,自動 交 換

コ ン ピュ ー タ)

大 宇 電 子 部1吊(1983>

〔マルコ ン電子5.8%]

現代マグネティ7ク ス

〔1986)[米,不 明]

1(FDD/HDD)

(注)

(出 所}JETOROr韓 国 の 財 閥 グル ー プ」,1982年,「 米 多 国籍 企 業 の ア ジ ア戦 略:韓 国 』,1986,東 洋 経 済 新 報 社 「東 洋 会 社 年M1986」 .「海外 企 業 進 出総 覧」

,名 年 度。

ただ し・ 牧 野 桧代 「嗣 の 電子 工 業1・お}ナ る直搬 資(中 ・下(1}」ri堺 経1斉評 説1987年10月 〔56ペー ジ)と12月(62ペ ー ジ〕 よ り

加 工 。

[大 日 本 ス ク リ ー ン20%] 金 星 光 通 信(1984)

P(ブ ラ ウ ン 管 ,シ ャ ドー マ ス[米AT&T44%]1(光 通 信)

ク ラ ッ キ ーDCシ リ コ ン 金 星
ソ フ ト ウ ェ ア(1985)

(1983)[DawCorning][伊Oli
vetti45%]I

P〔 シ リ コ ン 製 造) 金 星
マ グ ネ テ ィ ッ ク ス

金 星 八 二 ウ ェ ル(1984) 〔1986)[日

,不 明]1[米H
・neyw・1150%]

1(ブ ラ ン ド制 御,情 報 シ ス.テ ム)

P(.般 製品)

機,C:民 生 用 機 器,1;産 業 用 機 器,P;電 子部 品

画
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申
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韓国電子産業は,形 成初期には電子部品の国際下請生産基地 にす ぎなか った

が,70年 代を通 して国内の財閥系大企業による生産お よび輸出を担 うまでに成

長 を遂げた。 そ して続 く,80年 代に入 ってか らは多角化 と大規模化 を武器に し

て,既 存 の家庭用機器で世界的 な供給基地 とな った。

C)大 企業 主導 下 の 電子 産業 高 度化 とその制 限:80年 代半 ば 以降

85年 秋 以 降 の急 激 な 円高 は,再 び 「国 際産 業構 造調 整 」 を促 した。 日系 企業

の対 アジ ア進 出が 再 び ブー ム とな り,「 生 産 の ア ジ ア化 」が 加速 した 。

80年 代,と りわ け80年 代 後 半 は,海 外 生 産 と こ れ の 自 国 へ の 再 輸 出

(off-shoreassembly)を 特徴 と した 米 国企 業,そ して 海外 生 産 と第3国(と

りわ け米 国)へ の輸 出(point-of-saleassembly)を 特 徴 とす る 日本企 業 の 多

国籍 化 に とって,そ れぞ れ重 大 な変 化が 生 じた 。 それ は1970年 代 以 来,激 化す

る グ ロー バ ルな競 争 の 中で,次 第 に局地経 済 圏 に密着 した 世界 統 合戦 略 を構 築

す る傾 向が 強 くな り,先 進国 企業 間 で国 際水 平 的提 携 を通 した ア ウ ト ・ソー シ

ン グが 主 流 とな った(ス リム化)。 その 反 面 ,ア ジ アに おい て は,国 際垂 直 的

提 携 が増 加 してい る(ス リム化)と 同時 に,直 接投 資 を通 じた 企業 内世界 分 業

網 の構 築 も進 め られ,部 品の安 定 した供給 が 図 られ てい る(内 在化)。

韓 国電 子産 業 は,こ の よ うな米 ・日企業 の 世界統 合 戦 略 の中 で丁 度,ス リム

化 と内在 化が 併 存 す る国際 分業 網 に位 置 して い る。 低 賃 金労働 力 と標準 化 した

製 品 の大 量 生 産 に加 えて 技術 力 の 向上 が 国 際 分 業 網 の 方 向性 を決 め る フ ァク

ターで あ る。 韓 国 の財 閥系 大企 業 は技術 導 入 を通 じて,高 付加 価 値 の家 庭 用機

器 や産 業 用機 器,半 導体 分野 の技 術 力 を付 けて きた 。 従 って,米 ・日巨大 企業

が ス リム化 を求 め な けれ ば な らない 分野 で は(例 えば,半 導体 と産 業用 機 器),

OEM供 給 が 急増 す る。 実際 に この 時期 の韓 国 電子 産 業 は,家 庭 用 機 器 に加 え,

半 導 体 や コ ンピ ュー タ分 野で輸 出の 急成長 を成 し遂 げ た。

ところで,半 導 体 とコ ン ピュー タ分野 にお い て米 ・日両 国企 業 との国 際垂 直

的提携 に包摂 され て い る ことは,1980年 代前 半 まで と比 べ て,米 国 ・日本 一 韓
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国の ヒエ ラルキー構造 の変動 を意味 している。それ と同時に下部 に新 しく包摂

され て くるASEAN一 中国 ・ベ トナム といった,新 た なヒエ ラルキー構造 と

の差異 をも意味す る。つ ま り,五 層構造 のヒエ ラルキー8}の真 ん中にいるのが

韓 国であ ることになる。 ここで再度,こ のよ うな,世 界 の重層的構造の拡大 ・

深化 は,米 ・日企業の世界統合戦略 によ って もた らされたことを強調 してお く。

つ ま り,韓 国電子産業の成長がい くら成 し遂 げられた として も,米 日巨大企業

の世界統合戦略の一環 に包摂 されてい る以上,支 配一従属 関係 自体 は何の変わ

りもない。む しろ,国 内の産業構造上,そ の連関効果 は非常 に脆弱 なもの とな

り,そ れが輸出産業 と して発展すればす るほ ど,生 産手段 の高い輸入依存度や

高 い技術への依存度 は一層深化す ることとなる。 しか も,国 際分業 の水準 にお

いて韓国財閥系企業 を中心 に包摂 された結果,ま す ます技術導入に特別優遇措

置を与 える 「技術 ドライブ政策」 と国際競争力の更 なる強化策が取 られるよう

になる。今後 「企業国家」への急 シフ トと.労働強度や労働統制 の強化 は避 けら

れない ことになるだろ う。

III電 子産業 における技術導入の推移 と特徴

輸出産業高度化 を可能 にさせた根底には,米 ・日多国籍企業群の競争 と協調

の結果,お 互いの国際戦略提携 を締結せざるを得 ない,と い う客観的な条件 が

潜 んであるこ とは今 まで指摘 した通 りである。 しか も,こ れ に留ま らず,次 第

に韓国財 閥系大企業 まで取 り組 んだ国際垂直的提携へ と進んでいる。 この国際

垂直的提携 の主要 なフ ァクター とな っているのが直接投資を伴わない技術導入

である。

韓国の技術 導入件数 は1962年 か ら92年 末まで8,059件 に達 した。期 間別には,

9)家 庭用機器 と一 部の 産業用機 器分野 で米 ・日逆 転が現 れてい るが,筆 者 は,米 国企業が 産業用

機器 な どの先端分 野の 製品化 に イニ シ ャチ ブを持 って お り,そ れに,日 本企業が半 導体 と一般部

品 の電子 部品 に技術 的 な優位 を保ち なが ら,特 化 して いる側面 を重 視 してい る。従 って,筆 者 は,

主 に電 子 部 品で 展 開 され る 「生 産の アジ ア化」 を,米 国一 日本一 ア ジアNIES-ASEAN一 中

国 ・ベ トナム とい った,五 層 の重層構造 で もって把握 してい る。
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技術 導 入規 制 が厳 しか った1962年 か ら69年 の間 は179件 にす ぎな か った 。段 階

的 に緩 和 され始 め た78年 には前 年 の76.8%増 加 して297件 を記 録 し,そ の後80

年 代 に入 っで急 増 を続 けた。 とりわ け,個 別 審査 方 式 を撤廃 し,認 可 制 か ら 申

告 制 へ と代 わ る84年 以 降 の導 入件 数 は5,412件 で,67.2%を 占め て い る。 しか

し,90年 に は,前 年 度 に 比 べ て3.3%減 少 し始 め,91年 と92年 は そ れ ぞ れ

21.2%,8.4%減 少 したL。,。

次 に,第4表 を参照 しなが ら電子 産業 にお け る技 術 導 入 の 内容 を検 討 す る。

1962-92年 の 間 の技術 導 入件 数 は1 ,630件 で あ った。 これ を分 野 別で み る と,

コ ン ピュー タ関 連 が427件 で全 体 の26 .1%を 占め 最.も多 く,家 庭 用機 器 が421件

で全 体 の25.8%,一 一般部 品 が332件 で20.3%,半 導 体 が183件 で11 ,2%,通 信 機

器167件 で10.2%と な って い る。 年 度 別で は1962-79の 間 の技 術 導 入 が182件 で

11.2%,80-85年 の導 入 が328件 で20 .1%,86-92年 の 技 術導 入 が1.120件 件 で

68.7%と な り,86年 以 降 に集 中 してい る こ とが判 る。

10)特 に技 術 支 払 額 は82年 以 降 年 平 均15%程 ,持 続 的 に 増 加 して き た が,91年 に8,9%の 増 加 率 に

留 ま り,92年 は 前 年 度 よ り28.1%も 減 少 した(90年:LO87.0百 万 ドル,91年:1 ,183.8百 万 ドル,

92年850,7百 万 ドル)。 と りわ け,84年 以 降 の 導 入 支 払 額 は74 .1%を 占 め,こ の 期 間 中 の一 件 当 た

りの 支 払 額 が 大 き くな っ て い る こ と が 判 る。 この 導 入 支 払 額 を業 種 別 に 見 る と,電 気 ・電 子 分 野

が 最 も多 く(85年29.9%,86年36.0%,87年33.7%,88年39.2%,89年43 ,7%,90年43.0%,90

年43.0%.91年39.8%,92年53.0%),続 い て,機 械 分 野,化 学 分 野 ,電 力 分 野 の 順 に な っ て い

る。 次 に.件 数 ベ ー ス で み る と,電 気 ・電 子 分 野 が26 ,9%で 一 番 多 く,機 械 と化 学 分 野 が それ ぞ

れ25.0%,15,9%と な っ て い る(韓 国 産 業 技 術 振 興協 会 『技 術 導 入 年 次 報 告』,各 年 度)。
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表4:電 子産業の分野別技術導入の推移

(299177

(単 位:件)

1986～92

分 野 別
1962
～79

ユ980
～85

.一.. 86 87 88 89 90 91 92 小計
計

家 庭 用 機 器 57 ユ16 21 23 45 37 44 38 40 248 421

産 業 用 機 器

コ ンピュ ター ・他

通 信 機 器

8

19

59

40

36

10

38

7

56

12

44

18

77

27

58

10

51

24

360

108

427

167

電 子 部 品

半 導 体
一 般 部 品

12

78

37

66

12

26

23

31

15

27

33

38

20

22

12

18

ユ9

26

134

188

183

332

そ の 他 8 10 5 10 15 20 9 13 10 82 100

計 182 328 110 132 170 190 199 149 170 ユ,120 1,630

(資料)韓 国財務部 「技術導入年次報告』,各年度より作成。

また,86年 以 降 を具体 的 にみ る と,ま ず,そ れ ぞれ の分 野で86年 以降 導入 さ

れ た件 数 の比 率 は,コ ンピュー タ関連 分 野 の導 入 が84.3%,半 導 体 が73.2%,

通 信 機 器 が64.7%を 示 して お り,家 庭 用機 器 の58.9%,一 般部 品 の56.6%を 上

回 って い る。 また この期 間 中 の電子 産 業全 体 に対 す る比 重 も,コ ン ピュー タ関

連 分 野 が32.1%で 最:も多 く,家 庭 用 機 器が22,1%,一 般 部 品が16.8%,そ して

半 導 体,通 信 機 器 が それ ぞ れ12.0%と9.6%と な って い る。 従 って,86年 以 降

の技 術 導 入 の特 徴 と して,コ ンピ ュー タ関連 分 野 の導 入 が最 大 に な ってい る こ

とお よ び,通 信 機 器,半 導 体 分野 の導 入が 目立 って い る こ とが挙 げ られ る。 こ

れ は,1962-79年 の 間 は一 般部 品が,1980一 ・85年の 間 は,家 庭 用 機 器 が,そ れ ぞ

れ主 流 で あ った こ とか ら見 る と,86年 以 降 の技術 導 入 は,産 業 用機 器 と半 導 体

とい った,高 付 加 価値 分 野 へ主 力 が入 れ替 わ った ことが うか が え る。

第5表 を利用 して翠 庭 用機 器 分野 の技 術 導 入 の推移 を見 てみ よ う。 オーデ ィ

オが165件 で 最 も多 く(39.2%),続 い てTv,VTRが それ ぞれ78件(18.5%),

72件(17.1%)と な って い る。年 度 別で み れ ば,全 体 的 に80年 以 降 に集 中 して

い る こ とが 明 らか で あ る(86 .5%)。 そ の 中 で も86年 以 降 に急 増 して い るが,
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表5:家 庭 用 機 器 分 野 の 主 要 製 品 別技 術 導 入 の 推 移(単 位

{資料)韓 国財 務部 『技術導 入年次 報告」,各 年度 よ り作成。

表6:コ ンピュータ分野の主要製品劉技術導入の推移(単 位

製 品

Computer本 体

周 辺 機 器

Software

そ の 他

計

1資料〉 韓 国財 務部.r技 術 導入年 次報告」,各 年度 より作成 。

表7:半 導 体 分 野 の 主 要 製 品 別 技 術 導 入 の 推 移

製 品

個 別 素 子

集 積 回 路

半 導 体 材 料

(資料)韓 国財務部 『技術導 入年次 報告」,各 年度 よ り作 成。

1962～79 1980-85 1986～92 計

件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

19

1

21

1

15

24.4

1.4

12.7

3.3

19.7

23

16

55

11

11

29.5

22.2

33.3

36.7

14.5

36

55

89

18

50

46.2

76.4

53.9

60.0

65.8

78

72

165

30

76

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

57 13.5 116 27.6 248 58.9 421 100.0

1962～79 1980一 一85 1986-92 計

件数 % 件数 % 件数 % 件数 %

2

」

一

6

1.8

0.0

0.0

18.8

21

25

9

4

18.9

22.ユ

5.3

12.5

88

88

162

22

79.3

77.9

94.7

68.8

111

113

171

32

100.0

100.0

100.0

100.0

8 1.9 59 13.8 360 84.3 427 100.0

1962-79 1980～85 1986-92 計

件数 % .件数 % 件数 % 件数 %

3

Q
り

一

21.4

5.8

0.0

一

31

6

0.0

20.1

40.0

11

114

9

78.6

74.0

60.7

14

154

15

100.0

100.0

100.0

13 6.6 37 20.8 134 73.2 183 100.0

:件 ・%)

÷421>く100

18.5

17.1

39.2

7.1

18.1

100.0

:件 ・%)

÷427×100

26.0

26.5

40,0

7.5

100.0

(単 位:件 ・%)

÷183x100

7.7

84,2

8.2

100.0
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VTRが76.4%を 占め,こ の期 間 中 に特 にVTRの 技 術 導 入 が急 速 に伸 びた 。

また,電 子 レンジ とオ デ ィオ も86年 以 降 に それ ぞ れ60.0%と53.9%を 占め てお

り,TVを 除い た(46.2%)主 要 品 目が86年 以 降 に過 半 数以 上 を占め て い る こ

とが 判 る。1962-79年 の 問 で はTVと オ ・一 デ ィ オが 全 品 目の 中 で33 .3%と

36.8%を 占 め て お り,両 品 目た けで7割 を越 えて い た。 その後,80-85年 の 間

は,TVの 比重 が 下 が り(19.8%),オ ー デ ィオの比 重 が ほぼ 半 分 を 占め る よ

うに な った(47.4%)。 また この時 期 にす で にVTRの 比 重が 伸 びて い る こ と「

が判 る。 従 って,80年 代 を通 して のVTRの 技 術 導 入 の 増大 は,VTRが 内 需

に比 較 的 に 多 く頼 って い る オ ーデ ィオやTVと は違 って,技 術 革新 の テ ンポ

が 早 く,部 品 の対 日輸 入依 存 度 が非常 に高 く,し か も輸 出商 品の 高付 加価 値 化

の主 要 品 目であ る こ とを考 えれ ば注 目に値す る。

次 に,コ ン ピュー タ関連 分 野 を第6表 で検討 す る。

総 数427の 導 入件 数 の中で,ソ フ トウ ェアが171件 で一 番 多 く,40,0%を 占め

てい る。

そ の次 に,コ ンピ ュー タ本体 と周 辺 機器 が それ ぞれ26.0%と26.5%と な って

い る。特 徴 と しては,家 庭 用 機 器 の ケー ス よ りも,86年 以 降 に集 中 してい る こ

とが 明 か で あ る。1980-85年 の 間 コ ン ピュー タ本 体 と周 辺機 器 は ,そ れ ぞれ の

品 目の 中で20%前 後 を示 してい るの と対称 的 に ソ フ トウェ アの比 重 は まだ低 い

が,86年 以 降 に な って 急 増 して い る。 それ は コ ン ピ ュー タ本体 と周 辺機 器 の

OEM輸 出が伸 び る80年 代 後半 に な ってか ら,導 入 す る必 要性 が 高 ま った こ と

を示 して い る。 この よ うな 産業機 器 分 野 にお け る技術 導 入 の急増 が輸 出 産業 の

高 度 化 を支 えて い る こ とは い うまで もない 。

引 き続 き,半 導 体分 野 の検 討 に移 る。第7表 は,産 業用 機 器 と同様 に,86以

降 の技術 導入 の集 中 を物 語 って い る。62-79年 の 間 は,個 別素 子 や 電 子交 換 機

の 生 産 の た め の交 換 機 用HybridICな どの集 積 回路 の導 入 が ほ とん どで あ っ

た。80年 代 前 半 は,国 内半 導体3社(三 星,金 星,現 代)に よ って ,導 入 され

た64K/256KDRAM,16K/64KSRAM,32/64/128KROMな ど のMOs
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メモ リー が大 部 分 を 占め てい た。 また ,MPU周 辺 のICや 半 導体 材 料 の技 術

も僅 かで あ りなが ら導入 され始 め て いた。86年 以 降 にな って ,集 積 回路分 野 の

技 術 導 入 が 圧 倒 的 な比 重 を 占 め る よ うに な っ て い る こ とが 判 る。1M/4M

DRAM,IMSRAM,ASIC製 品 な どの技 術 が国 内半 導体3社 を 中心 に導 入 され

て お り,8bit,16bitMPUとMPU周 辺IC ,VTR用IC,GaAs半 導 体,

Bi-CMOs半 導 体 製 造 技 術 も導 入 さ れ た。 また こ こ に は,中 小 企 業 に よ る

HybridlCの 製 造 技術 も含 まれ てい る。

86年 以 降,半 導 体 分 野 にお け る集 積 回路(主 にDRAM)分 野 の 技 術 導 入 の

特 化 は,財 閥系 大 企 業 を中心 と した 輸 出産 業高 度化 の一環 と して説 明 で きる。

そ して技 術 革新 の テ ンポが 非常 に ドラスチ ックで あ るがた め の リス クの増大
,

しか も大 量生 産体 制 を整 える た めの膨 大 な設備 投 資 と資 本財 と半導 体 材料 の対

日依存 といった脆弱さにもかかわらず,財 閥系大企業 は技術導 入を通 じ泥参入

の度 を深 めて い る。 これ は ,前 述 した よ うに,こ の分野 で の米 ・日企 業の ス リ

ム化 戦 略 と対称 とな ってお り
,韓 国 の大企 業 が,米 ・日企 業間 分業 の 中で 日本

企 業 が担 って い る役割 を 「補 完 」 して い る こ とが うか が え る。従 って,米 一 日

一韓 の既 存 の ヒエ ラルキ ーの変 動 を意味 してい る点 で非 常 に重 要 で あ る
。 この

点 を具 体 的 に検 討 しよ う。

まず,第8表 は技術 導 入 の分野 別 ・国 別 を示 して い るが
,米 ・日両 国だ けで

全 体 の87.0%を 占め てい るこ とが 判 る。 と りわ け,コ ン ピ ュー タ関連 で95.9%,

続 く.半導体 と一般 部 品 で それ ぞれ90 .1%と,94.1%を 占め ,米 ・日の圧 倒 的 な

地付:が うかが える。 しか も,家 庭 用 機器 にお け る米 ・日の技 術提 携 が 比較 的 に

低 く(75.5%),産 業用 機 器 と電子 部 品で は 比較 的 高 い ,と い う点 も指 摘 で き

る。 国別 で は家庭 用機 器 と一般 部 品分 野 で は 日本(そ れ ぞ れ44 .3%,68.4%)

が,コ ンピ ュー タ関連 と半導 体 で は米 国(61 .9%と66.4%)が 技術 提携 の トッ.

プ とな って い る』 米 ・日企 業 の世 界統 合 戦略 との 関わ りで 整 理 す る と
,日 本企

業 に比 べ て,コ ンピュー タ関連 と半 導 体 で の米国 企 業 の 「重 点 」 とい うの は
,

この分 野 に お ける米 国企 業 の ヘゲ モ ニー と技 術 の優 位 性 に裏付 けられ て きた 米



表8:電 子 産 業 の 分 野 別 ・国別 技 術 導入('62-90)(単 位:件)

EC
A十B

分 野 別
A

米国

B

日本
西ドイツ イギ1以 フランス その他 小計

カ ナ ダ その他
C

計

A/C

(%)

B/C

(%)
C
(%)

家 庭 用 機 器

産 業 用 機 器

コンビエ三夕 ・他

通 信 機 機

107

197

53

152

108

59

35

1

4

2

1

4

5

3

一

41

2

6

83

7

14

　

2

4

1

4

3

343

318

133

31.2

6/.9

39.8

44.3

34.0

44.4

75.5

95.9

84.9

電 子 部 品

半 道 体

一 般 部 品

101

74

36

197

4

6 一一

一

3

7

3

11

12

3

1

1

4

152

288

66.4

25.7

23.7

68.4

90.1

94.1

そ の 他 9 48 1 3 3 2 9 3 8 77 11.7 62.3 74.O

計 541 600 51 10 14 61 136 13 21 1,311 41.3 45.8 87.0

〔出所)韓 国財務部r技 術導 入年次報告』,各 年度。

(資料)韓 国産業銀行 『技術導 入の効果分析」,1991年9月 ,63ペ ー ジよ り筆者作 成。
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一 日の ヒエ ラルキ ー一の外 延 的 な拡大 を意 味 す る。 一 方,日 本企 業 の 「重 点」 は,

家庭 用 機器 と一般 部 品 に置か れ てい るが,と りわ け一般 部 品 に おけ る 日本 企業

の世 界統 合 戦略 の 深化 が 読み 取 れ る。

次 に,技 術 導 入 の類 型 を検 討 しよ う。

第9・10表 は電子 産 業 の類 型別技 術 導 入の 推移 を表 してい る。全 体 と して,

電 子 産 業 は他 産 業 よ り特 許実 施権 を含 む技 術 導 入 の 比重 が 高い 。 総 計1,311件

の 中で(90年 末 まで 〉,特 許 実 施権 を含 む技 術 は811件 で 全体 の61.9%を 占め た。

商標 使 用権 を含 む導 入 は134件 で10.2%を 占 めた(第9表)。 年 度 別で は1962～

'79年 ρ 間 は特 許 実 施権 を含 んだ 導 入 が36
.3%で,商 標 使 用 権 を含 んだ 導 入 は

10,9%で あ った。 と ころが,80年 代前 半 にな る と,特 許 実施権 を含 んだ導 入 が

急 増 して,79.7%を 占め た。86年 以 降 は,特 許 実 施権 を含 んだ 導入 は次 第 に若

干 低 下 は して い るが,86～90年 の 問 の平均 が60.4%で 高 い水準 を示 した(第10

表)。 分 野 別で み ると,特 許 実 施権 を含 ん だ 導入 で家 庭 用機 器 が77.3%で 一 番

多 く,特 許 権 だ けの導 入 にお い て も49.4%で 最 も高 い(第9表)。 これ に比 べ

る と,産 業用機 器 分野 や 電子 部 品分 野 は特 許 実施権 を含 んだ導 入 と特 許 権だ け

の導 入 が相対 的 に低 い。 と りわ け コ ンピ ュー タ関 連 が そ れぞ れ58.2%と9,2%

で あ り,半 導体 分 野が それ ぞれ572%,10.3%と な って い る。 また,一 般 部 品

も同様 にそれ ぞれ50.7%と,11.6%を 占め て い る こ とが 判 る。 ところが,コ ン

ピュー タ関連 と半 導体,そ して一 般部 品分野 は,技 術 情 報や 技術 サ ー ビ ス と結

合 され た特 許権 の導入 が非 常 に高 い こ とが 目につ く(コ ン ピ ェ一 夕関連81.6%,

半 導 体85.1%,一 般部 品80.8%)。 い ず れ も家 庭 用 機 器 の37.4%を 大 き く引 き

離 して い る(第9表)。 これ は,コ ン ピュー タ と半 導 体,そ して 一 般 部 品 は 家

庭用 機 器 に比 べ て,長 期 的 な技 術提 携 で あ る こ とを意 味 して い る。 つ ま り,長

期 的 な技術 供 与 を通 して,企 業 間 の ヒエ ラル キーが恒 常 的 に維 持 で きる とい う 、

こ とに な る。 これが,筆 者 が強調 して きた国 際垂 直 的提 携 の 「正 体 」で あ り,

80年 代 半 ば以 降,米 ・日巨 大企 業(p世 界 統 合 戦略 の主 要 な手 段 とな って い る。

以 上 の分 析 を総 合す れ ば,コ ン ピュー タ関連 と半導 体 で の国 際 垂 直的提 携 は



表9:電 子産業の分野別技術導入の類型('62～90)(単 位;件)

分 野 別
特許権含む 商標権含む 導入類型 A総導入

件 数 件数D % 件数 % A B C A十B A十C B十C A十B十C
D

〔%)

A十C

T

(%)

家 庭 用 機 器

産 業 用 機 器

343

318

133

265

185

87

77.3

58.2

65.4

44

26

22

2

}

　

9

一

一

コン ピュー タ ・他

通 信 機 機

12.8

8.2

16.5

131

17

6

69.

124

43

99

151

62

7

9

3

26

17

19

49.4

9.2

6.9

37.4

81.6

71.3

電 子 部 品

半 導 体

一 般 部 品

152

288

87

146

57.2

50.7

8

20

5.3

6.9

9

17 一一

61

133

一

1

74

118

4

9

4

10

ユ0.5

11.6

85.1

80.8

そ の 他 77 41 53.2 14 18.2 2 一

34

一

27 2 12 4.9 65.9

計 1,311 811 61.9 134 10.2 ユ82 2 464 10 531 34 88 22.4 65.5

(注)A=特 許実施 権,B.'商 標使用権,C:技 術情報お よび技術用役

(出所)韓 国財務部r技 術導入年次報告」,各 年度。

(資料)韓 国産業銀行 「技術 導入の効果分析』,1991年9月,63ペ ージよ り筆者作成。
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表10:電 子産業の類型別技術導入推移(℃2～90)(単 位=件)

分 野 別

'62
一'79 '80 一♪85 '86 一'90

86 87 88 89 90 小計
総計

総導入件数 182 328 110 132 170 190 199 801 1,311

特許権を

含む

件数 66 261 93 81 98 112 ユ00 484 811

% 36.3 79.7 84.5 61.4 57.6 58.9 50.3 60.4 61.9

商標権を

含む

件数 20 35 7 13 19 21 19 79 134

% ユ0.9 10.7 6.4 9.8 11.2 11.1 9.5 9.9 10.2

(出所)韓 国 財務 部 『技 術導入 年次報告」,各 年度。
(資 料)韓 国 産 業 銀 行 『技 術 導 入 の 効 果 分 析 』,1991年9月,62ペ ー ジ よ り。

相対的に米国企業に 「重点」が置かれてお り,一 般部品分野での国際垂直的提

携 は日本企業 に 「重点」置かれ ている,と い う結論 になる。米 一日一韓の新た

な ヒエ ラルキーの実体が うかが える。つ ま り,米 一 日企業 間の国際提携の深化

は,つ いに韓 国まで拡大され,質 的に新 しい米一 日一韓 の重層的構 造が創出 し

てお り,そ の手段 となっているのが 国際垂直的提携 であ るとい うことであ る
。

従 って,韓 国の財閥系大企業 の産業用機器 と電子部品への 「特化」 は
,米 ・日

巨大企業 による世界統合戦略の一環 を担 うものであ ると,読 み とられ る。

IVお わ り に

以上,韓 国財閥系 巨大企業の ビヘ ビヤと国際分業上の位相 を
,韓 国電子産業

の発展過程,と りわ け80年 代半ば以降を中心 に論 じて きた。

しか しなが ら国内 において,米 ・日企業の世界統合戦略に巻 き込まれなが ら,

他方,韓 国企業 も80年 代末か らアジアへ展開 してい くようにな り
,自 らの世界

統合戦略 に基づ いて,産 業 ・企業配置を進めている。 これ は,地 球 レベ ルの競

争の波 に呑み込 まれ.国 内外 両方か ら,輸 出の拡大に頼 らざるを得 ない 「輸出

主導型」企業の必然的な姿である。

本稿では,主 と して対象 を日 ・米多国籍企業の対韓行動に限定 して論 じて き

た。そのため韓国電子企業の対外進 出の状況は論 じられていない。最後 にこの
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側面の特徴 を箇条書 きに記す ことによって結び としたい。その本格的な検討は

次稿 の課題である。

①ASEANの 位置づ けの変化が うかが える。米 ・日多国籍企業,と りわ け

日系企業 による家庭用機器 と電子部品分野への進出によって家庭用機器や部 品

分野での域 内貿易の活発化 を伴 なった。従 って,低 コス トで調達 ・生産で きる

ので,輸 出競争 力 を回復す るため に,ASEANを 利 用す る ことにメ リ ットが

生 じた。 これに加 えて,マ ーケ ット立地 も新 しく生 じてい る。

財閥系大企業 に とっては,グ ループ内統合戦略 に基づいて,部 品の現地調達

比率 を高 め る必要があ るこ とか ら,グ ループ内の部品会社 を同伴進 出させ る

ケースが増大 しつつあ る。

② 華南経済圏投資 はASEANで の激 しい競争 に迫 られ て,ASEANか らシ

フ トして きた投 資が殆 どであ る。 またASEANで の競争 をサポー トす るため

の新 たな生産拠点 を増やすための進 出も増えている。

③ 中国北部投資は国内で コス トダウンの限界 に直面 させ られた,初 投資の中

小企業が殆 どである。要す るに迂回輸 出基地 を求めての投資であ る。 ところが,

最近,韓 国政府 の海外 進出 ドライブ政策に促 された,財 閥系大企業中心の大型

投資 も着実 に増 えてい ることが注 目に値す る。


